第１１号様式
	医療法人等に係る所得

金額の計算書（本表）
	法人番号
	

	
	法人名
	

	
	事業年度
	　・　・　～　・　・　

	区　　　　　　分
	総　　額
	内　　　訳

	
	
	社会保険
	その他

	収

入
	医療

事業
	社会保険診療収入
	①
	
	
	

	
	
	自由診療等収入
	②
	
	
	

	
	その他の収入
	③
	
	
	

	
	計　（①＋②＋③）
	④
	
	
	

	経

費
	共通

経費
	医療直接費
	⑤
	
	(A)
	

	
	
	一般管理費等
	⑥
	
	(B)
	

	
	専属経費（事業税等）
	⑦
	
	
	

	
	計　（⑤＋⑥＋⑦）
	⑧
	
	
	

	所得金額総額
	⑨
	
	(C)
	


※　土地譲渡損益、有価証券売却益など「記載上の留意点」において別計算とすることとした収入については、収入金額欄及び所得金額欄には計上しないでください。
　　     また、各種引当金及び準備金の益金算入額、経費の戻入と認められる収入金額など「記載上の留意点」においてその他の収入に含まないこととした収入は、収入金額欄には計上しないでください。
医療直接費の按分

　　　　　　　　　　　　　　　①

⑤　　　　　（　　　　　　　）

　（　　　　　　）　×　　　　　　　　　　＝　（　　　　　　　）……(A)欄に記入

　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　　①＋②

一般管理費の按分

　　　　　　　　　　　　　　　①

⑥　　　　　（　　　　　　　）

　（　　　　　　）　×　　　　　　　　　　＝　（　　　　　　　）……(B)欄に記入

　　　　　　　　　　　（　　　　　　　）

　　　　　　　　　　　　　①＋②＋③

付表１　収入金額の明細

	社会保険診療収入
	健康保険法
	
	自由診療等収入
	自費診療収入
	

	
	国民健康保険法
	
	
	労働者災害補償保険法等収入
	

	
	高齢者の医療の確保に関する法律
	
	
	自動車損害賠償保障法収入
	

	
	船員保険法
	
	
	母体保護法収入
	

	
	国家公務員共済組合法
	
	
	健康診断・予防注射等受託医療収入
	

	
	防衛省の職員の給与等に関する法律
	
	
	健康診断証明書収入
	

	
	地方公務員等共済組合法
	
	
	入院料ベッド代差額収入
	

	
	私立学校教職員共済法
	
	
	食事代差額収入
	

	
	戦傷病者特別援護法
	
	
	生産品等販売収入
	

	
	母子保健法
	
	
	
	

	
	児童福祉法
	
	
	
	

	
	原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律
	
	
	計　（計算書②欄へ）
	

	
	生活保護法
	
	その他の収入
	利子配当等収入
	

	
	中国残留邦人等の円滑な帰国の促進及び
永住帰国後の自立の支援に関する法律
	
	
	商品販売収入
	

	
	精神保健及び精神障害者福祉に関する法律
	
	
	物品資産貸付収入
	

	
	麻薬及び向精神薬取締法
	
	
	付添人給食収入
	

	
	感染症の予防及び感染症の患者に対する

医療に関する法律
	
	
	
	

	
	心神喪失等の状態で重大な他害行為を行った

者の医療及び観察等に関する法律
	
	
	
	

	
	介護保険法
	
	
	
	

	
	障害者自立支援法
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	計　（計算書①欄へ）
	
	
	計　（計算書③欄へ）
	


付表２

	区　　　　分
	金　額
	
	寝具等賃借料
	

	医療品費
	
	
	歯科技工士等外注費
	

	医療用消耗品費
	
	
	医療機器リース料
	

	給食材料費（患者用）
	
	
	医療機器修繕費
	

	給料・手当等（医療直接従事者）
	
	
	
	

	退　 職　 金（　　　〃　　　）
	
	
	
	

	法定福利費（　　　〃　　　）
	
	
	
	

	検査料
	
	
	
	

	減価償却費（医療機器等）
	
	
	計　（計算書⑤欄へ）
	


